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自己紹介（略歴）
• 1960年 山形県川西町生まれ

• 1982年 山形県職員採用（農業土木職） 農業関係の職場に在職

労働組合活動に参加（専従役員7年）

・ 2008年 山形県退職（在職 26年3か月）

自治労（全日本自治団体労働組合）

山形県職員連合労働組合中央執行委員長 （離籍）

• 2015年 自治労本部中央執行委員 （東京 ～2019年）

• 2020年 自治労山形県本部執行委員長

• 2021年11月 連合山形 会長 （現在に）

○趣味 ジョギング（2022山形まるごとマラソン ハーフ参加）
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１ 連合山形山形大学寄付講座開設について

１ 趣 旨
学生の皆さんへの労働（者）教育の必要性

→ 社会に出る（就職、就労）時に必要な労働知識の理解・習得
①労働（者、組合）に係る法制度‥‥ 労働者の保護を目的とする
②労働組合運動の必要性（目的・意義）

‥‥生活（自分・家族）を守る → 賃金・労働条件の改善
‥‥働きやすい（働き続けられる）職場づくり → 労働条件（環境）改善
‥‥安心して暮らせる社会づくり → 政策実現、制度要求
‥‥働く者同士の助け合い → 労働者自主福祉活動（労金、共済等）

２ 山形大学では、2012年からスタート
現在、全国では27（国公立20，私立7）大学で実施

※労働（者）に関わる様々な課題について理解を深め、生かしてほしい

（参考） 県内高校への労働ハンドブックの配布と出前講座の開催 （山形県労働者福祉協議会）
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2   労働組合はなぜ必要か
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１ 今の社会＝「資本主義社会」の下では、
労働者は働かなければ（「賃金」を得なければ）生活できない
働く＝「労働力」を売る
賃金（必要な生活費）の中身
①毎日の生活の維持（労働力の回復→再生産）

衣食住（必要最低限） ＋ 娯楽・教養・趣味（文化的要素）
②家族を養わなけらばならない（扶養義務）
③労働力の維持向上（スキルアップ）
④

２ 労働者にとっての賃金、労働条件は
→ 賃金は多い方がいい 労働時間は短い方がいい

休暇は多い方がいい 雇用は安定（無期）した方がいい
⇔使用者（経営者）は、この逆を求める（経営者の力が圧倒的に強い）

労働者が一人で要求することは極めて困難
労働者は、団結しなければ、対等になれない＝要求できない
◎経営者と対等の立場に立つために、 「労働組合」が必要



3  労働者に関わる法律（憲法）
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日本国憲法（労働者に関する条文）

第二五条 一項（生存権）
すべての国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を
有する

第二七条（勤労の権利及び義務、勤労条件の基準）
①すべての国民は、勤労の権利を有し、義務を負う
②賃金、就労時間、、休息その他の勤労条件に関する基準は、
法律でこれを定める

第二八条（勤労者の団結権）
勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権
利は、これを保障する



４ 労働者に関わる（守る）法律①
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憲法第二七条（勤労の権利及び義務、勤労条件の基準）関連
≪ 労働基準法 ≫

第一条（労働条件の原則）
労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充たす
ものでなければならない
②この法律で定める労働条件の基準は最低のものであるから、労働関
係の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させてはならな
いことはもとより、その向上を図るよう努めなければならない。

第二条（労働条件の決定）
労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定すべきもの
である。（以下省略）

※差別的扱いの禁止、労働契約、賃金、労働時間・休暇等 について規定



４ 労働者に関わる（守る）法律②
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憲法第二八条 （勤労者の団結権）関連
≪労働組合法≫
（目 的）第一条
この法律は、労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つこと

を促進させることにより労働者の地位を向上させること、労働者がその労
働条件について交渉するため自ら、代表者を選出することその他の団体
行動を行うために自主的に労働組氏を組織し、団結することを擁護するこ
と（中略）労働協約を締結するための団体交渉をすること及びその手続
きを助成することを目的とする。

（労働組合）第二条
この法律で、「労働組合」とは、労働者が主体となって自主的の労働条

件の維持改善その他経済的地位の向上を図ることを主たる目的として組
織する団体またはその連合団体を言う
（労働組合の他、当労働行為、労働協約、労働委員会等について規定）



４ 労働者に関わる（守る）法律③
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憲法第二八条 （勤労者の団結権）関連（続き）

労働関係調整法 （労働基準法、労働組合法と合わせ労働三法）
（目的）第一条

この法律は、労働組合法と相まって、労働関係の公正な調整を図り、労働争議
を予防し、または解決して、産業の平和、持って経済の興隆に寄与することを目
的とする。

※労働争議（行為）、斡旋、調停、仲裁等について規定



４ 労働者に関わる（守る）法律④
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その他の主な法律
① 労働者派遣法 （1985年）

労働者派遣（派遣労働）について
② 労働契約法（2007年）

労働契約（雇用）の手続き等を規定
有期雇用から期間の定めのない雇用（無期雇用）への転換

③ 雇用保険法（1974年）
雇用保険（失業給付、育休給付、雇用安定事業等）について

④ 労働安全衛生法（1972年）
労働者（現場）の災害防止、安全・健康の確保、快適な職場環境形成、

そのための使用者責任体制などための規定
⑤ パート労働法（1993年）
「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律」

短時間及び有期雇用労働者の雇用に関する規定
⑥ 最低賃金法

最低賃金について規定 山形県（854円/時間+32円 10/6～適用）



５ 連合の組織について
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「連合」 （正式名称） 日本労働組合総連合会

１ 設立経過
1989年 当時の労働組合の連合体（ナショナルセンター）
「総評（日本労働組合総評議会）」と「同盟（全日本労働総同盟）」の統一によ

り設立 日本最大の労働組合連合体となる
２ 構成組織

46構成組織（産別） 47地方連合会 （各都道府県）
３ 組合員数

704.1 万人（2021年9月現在） ※労働組合組織率（推定） 16．9％（2021年）
連合山形 40,698人（30構成組織 6地域協議会）

４ 主な構成組織（人数）
①ＵＡゼンセン180.3万人 ②自動車総連 79.8万人 ③自治労 76.4万人
④電機連合 57.0万人 ⑤JAM 34.4万人 ⑥基幹労連 27.5万人
⑦JP労組 23.7万人 ⑧日教組 21.8万人 ⑨電力総連 20.3万人
⑩情報労連 19.2万人 ⑪運輸労連 12.9万人 ⑫交通労連 4.3万人



６ 連合がめざす運動（理念）
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連合連合

連合ビジョン（2019）

◎「働くことを軸とする安心社会」の実現をめざす

‥‥①働くことに最も重要な価値を置き、公正な労働条件
のもと、多様な働き方を通じて社会に参加でき、相
互に支え合い、セーフティーネットが組み込まれて
いる活力あふれる参加型社会

②「持続可能性」と「包摂」を基底に、年齢や性、国
籍の違い、障がいの有無などにかかわらず、多様性
を受け入れ、互いに認め支え合い、誰一人取り残さ
れることのない社会



７ 連合の具体的な運動（取り組み）
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連合連合

１ 賃金改善の取り組みー－ 賃金の底上げ、底支え、格差是正、人への投資

春闘（春季生活闘争） 最低賃金改善

２ すべての労働者の立場に立った「働き方改革」

労働時間の縮減 年間実労働時間1800時間へ

適正な時間外労働（労働基準法36条協定） 休暇の取得促進、制度拡充

３ 雇用の安定 均等、均衡待遇

正規雇用の拡大 正規・非正規間の格差解消（同一労働同一賃金の実現等）

４ ジェンダー平等 多様性の推進 ワークライフバランス

男女雇用機会均等法 女性活躍推進法の促進（※ジェンダー指数、先進国最低水準）

ハラスメント防止、差別の禁止 育児・介護と仕事の両立

５ 平和 人権 社会貢献の取り組み

平和行動（沖縄、広島、長崎、根室） 労働相談 自然災害への対応

６ 政策実現の取り組み

政策制度要求 組織内（推薦）議員の擁立と連携



８ 連合山形の主な取り組み
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連合連合

１ 賃金改善の取り組みー－

春季生活闘争の取り組み 春闘キックオフ集会（2月）春闘総決起集会（2月）

最低賃金改善の取り組み（署名、審議会 5月～8月） 経営者との意見交換（2月）

２ 労働時間縮減の取り組み

労働基準法36条協定締結促進に向けた労働局要請（3月）

３ 労働相談の取り組み（労働相談ダイヤル（窓口）の設置）

相談件数 2022年1～9月 合計137件

相談内容は、パワハラ・差別、雇用（解雇）案件が多い 女性が６～7割

４ ジェンダー平等 多様性の推進

男女共生集会の開催 ポスターの作成

５ 社会貢献の取り組み

自然災害への対応（復旧支援ボランティア）

６ 街頭アピール行動



８-1 連合山形における社会貢献活動（災害復旧ボランティア支援）①
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今年8月3日～4日にかけて、置賜地方を中心とした豪雨により被災した自治体に対し、8月6日～17日
にボランティア支援活動を実施、 延べ92人の仲間が参加した。（大江町、飯豊町、川西町）



８-1 連合山形における社会貢献活動（災害復旧ボランティア支援）②
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ボランティア支援センターは、各自治体社会福祉協議会が開設 ボランティアセンターを開設した各
社会福祉協議会に見舞金を贈呈（山形県労働者福祉協議会）する



９ 労働組合の自主福祉（助け合い）運動

16

連合連合

労働者同士の助け合い運動として自主福祉運動を実施

１ 労働金庫運動（東北労働金庫）

働く者の金融機関 労働金庫法（営利を目的としない）

各種預金 各種ローン（住宅、教育、自動車、etc）

ふるさと奨学ローンの創設（利子補給事業）

ATM手数料無料（即時キャッシュバック）

成年年齢引き下げに伴う金融に関わる課題

２ 共済運動（こくみん共済ＣＯＯＰ）

働く者の相互扶助 有利な掛け金で大きな保障

各種共済制度（傷病、災害、自賠責、マイカー、etc）

３ その他

組合独自の助け合い事業

労働者福祉事業（生活支援、就労支援） 奨学金制度の拡充



10 労働者の現状を示す指標①

１ 賃金 （男・女 正規・非正規）
年平均給与 443万円（+2.4%  5245万人）
男性 545万円(+2.5%) 女性 302万円(+3.2%) （男:女 1：0.55）

正規 508万円 非正規 198万円 （正規：非正規 1：0.39）
※国税庁民間給与実態統計調査（2021） （1年を通して勤務した給与所得者 賞与含む）

２ 労働時間
年間総実労働時間 1,633時間 (一般 1,945時間 パート 946時間)
※厚生労働省「毎月勤労統計調査 2021」

※諸外国（2020） アメリカ 1,767時間 イギリス 1,367時間 ドイツ 1,332時間

３ 失業率 有効求人倍率
完全失業率（2022.7月） 全国 2.6％ 山形県2.0％ ※総務省 労働力調査

有効求人倍率（〃） 全国 1.29     山形県 1.61 ※厚生労働省山形労働局
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10 労働者の現状を示す指標②

４ 非正規雇用労働者

2,075万人 （36.7％） （雇用者全体5,662万人） （※総務省 労働力調査 2021）

※2011年以降 30％台後半で推移

５ 最低賃金（時間給）

2022年 全国加重平均 961円 （＋31円） （2022.10月～発効）

山形県 854円（＋32円 10/6） 東京都 1,072円（＋31円 10/1）

６ 労働組合組織率 （厚生労働省 労働組合基礎調査による）

16.9％ （2021年）

1970年代（30％台）～徐々に低下 1983年、３０％切る 2003年20％切る
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11 今後の労働組合のあり方について
（連合「多様な社会運動と労働組合に関する意識調査2021」から）①

１ 調査の内容
実施時期 2021年3月
実施方法 インターネットリサーチによる
実施対象 15歳から64歳 2,000人（男女各1,000人）

２ 調査結果について（特徴点）
（１）労働組合について

① 「労働組合は必要」 ５４％
② 連合（日本労働組合総連合会）のことを知っている 62.4％
③ 連合の主な活動で期待すること（複数回答）

1位 「賃金労働条件の改善」
2位 「パート有期・派遣契約で働く人の処遇改善」
3位 「社会保障の改革」

（２）社会運動について （社会問題の解決や社会制度の仕組みの改善等を目的とするもの）
①社会運動に参加したい 55.9％ 実際に参加したのは27.5％ （10代 35.5％）
②年代別で、最も参加意欲のあるのは 10代で69.5％
③社会をよくするための社会運動は必要 45.5％ 最も多いのが10代62.5％
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１１ 今後の労働組合のあり方について
（連合「多様な社会運動と労働組合に関する意識調査2021」から）②

３ 社会運動について

（１）社会運動の9類型
（オフライン） ①デモンストレーション型 ②自筆署名型 ③シンボル型 ④金品支援型 ⑤ボイコット型
（オンライン） ⑥♯ハッシュタグ型 ⑦パフォーマンス型 ⑧ネット署名型 クラウドファンディング型

（２） 具体的回答から
参加経験は

オフラインでは 自筆署名型、金品支援型が多い
オンラインでは ♯ハッシュタグ型、 ネット署名型が多い

社会運動の参加意向 全体55.9％（10代 69.5％ 60代 63.5％）
オフラインでは 金品支援型、自筆署名型、が多い
オンラインでは クラウドファンディング型、ネット署名型が多い

社会運動のイメージ
市民の声を代弁、社会や世論を変える ⇒自筆署名型 ネット署名型
気軽に参加できる⇒ 自筆署名型 ♯ハッシュタグ型
主張の押し付け迷惑、怖い・印象悪い ⇒ デモ型 ボイコット型

社会運動は必要か
全体45.5％ （10代62.5％ 60代56.5％）
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１１ 今後の労働組合のあり方について
（連合「多様な社会運動と労働組合に関する意識調査2021」から）③

4 労働組合について
（１） 労働組合に期待すること（複数回答）

1位 賃金の引き上げ 50％ （10代47％ 20代48.5％）
2位 労働時間の短縮 30.1％ （10代37％ 20代30.8％）
3位 雇用の維持 27.8％ （60代36.5％ 50代32.3％）
４位 パート有期・派遣で働く人の処遇改善 26.5％
5位 職場のハラスメントの防止 23％
6位 子育て支援 17.8％ （10代29.5％） 7位 ジェンダー平等 15.7％（10代30％）

（２） 「労働組合は必要」 ５４％ （男性50.5％ 女性57.4％） （10代60％ 20代52.8％ 60代62.5％）
（契約嘱託派遣 60.5％）

（３）連合（日本労働組合総連合会）のことを知っている 62.4％

（４）連合の主な活動で期待すること（複数回答）
1位 「賃金・労働条件の改善」 51.7％
2位「パート有期・派遣契約で働く人の処遇改善」 32.3％
3位 「社会保障（医療・年金・介護・子育て）の改革」 25.2％
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むすびに
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〈労働組合がめざすこと〉

○働く者が大切にされる職場・社会づくり

○誰一人取り残されない、差別のない（ジェンダーフリー）社会づくり

○平和で安心して暮らせる社会づくり

○若い者が活き活きと安心して暮らせる（働ける）社会づくり

――ご清聴ありがとうございましたーー
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